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１．基本的事項 

（１）背景と目的 

全国的に空き家の数は増加が続いており，平成 30 年住宅・土地統計調査によれ

ば全国の空き家数は約 849 万戸で，空き家率も過去最高の 13.6％となっています。 

空き家等の増加は，単に中古住宅が有効活用されていないという問題ではなく，

管理不全による安全性の低下，地域の防災性・防犯性の低下，居住環境（公衆衛生・

景観等）の悪化など多岐にわたる外部不経済（いわゆる「空き家問題」）を引き起

こす要因となっています。 

国は，平成 27年 5月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下「特措法」

という。）を完全施行し，第一義的な管理責任が所有者又は管理者（以下「所有者

等」という。）にあることを前提としつつ，対策の実施を市町村の責務としました。 

広島県は，平成 27 年に「広島県空き家対策対応指針」を策定し，県内における

中長期的な視点による取組の方向性を示し，具体的な取組について例示しました。 

本市においても，こうした国・県の動向を踏まえ，平成 29 年 3 月に「江田島市

空家等対策計画」を策定し，以下のような取組等で対策に取り組んできました。 
 

平成１９年 空き家バンク開設（移住・定住と空き家の流通促進） 

   平成２５年 危険家屋補助開始（老朽危険空き家の除却促進） 

   平成２７年 空き家の相談窓口開設（所有者等・市民からの相談受付） 

   平成２９年 江田島市空家等対策計画（第一期）策定  

   平成３０年 空き家対策補助開始（相続登記・購入費・修繕費・DIY用具材料購入費・除却費） 

         江田島市がんばりすと応援事業（新規起業者の支援策として空き家利用を優遇） 

   平成３１年 空き家活用モデル事業開始（市が空き家を借上げ，改修後に転貸借） 

   令和 ３年 移住・定住ポータルサイト「hodohodo（ほどほど）」開設（物件ＶＲ内覧システム） 

         江田島市空家等対策条例制定 

 

「江田島市空家等対策計画」は，本市における空き家等の現状と課題を踏まえ，

空き家等対策に関する基本的な考え方を明らかにするとともに，その取組を総合的

かつ計画的に推進するため，策定しました。 

前計画の策定から 5 年を迎え，今後も予想される空き家等の増加に対応するた

め，新たな「江田島市空家等対策計画」（以下，「本計画」という。）を策定します。 

 

（２）見直しの方向性 

本計画は，当初計画で推進してきた内容を継承し，継続性を維持しつつ，新たに

目標値を設定するとともに，これまでの取組における課題を踏まえた見直しや時点

修正を行い，取組の充実・強化を図ることで，対策の更なる推進につなげます。 

 

（３）計画の位置付け 

本計画は，特措法第６条に規定の「空家等対策計画」として，第５条に規定の「空

家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針」（以下「ガ

イドライン」という。）並びに「広島県空き家対策対応指針」を踏まえ策定します。  
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また，空き家等対策を総合的かつ計画的に推進するため，江田島市総合計画をは

じめとする各種計画や江田島市空家等対策条例と，連携・整合を図るものとします。  

 

 

 

  

 国 

 

 

  県 

 

 

 

  
 

 

図表 1.1 計画の位置付け 

 

（４）計画の対象 

 ア 計画の対象とする地区 

本計画の対象地区は，市内全域とします。 

 

 イ 計画の対象とする空き家等の種類 

本計画の主な対象とする空き家等の種類は，「一戸建ての空き家等」とします。 

本計画における「空き家等」とは，原則として特措法第２条第１項に規定する 

「空家等」とします。 

 

（５）計画期間 

本計画の対象期間は，令和４年度（2022 年度）から令和１３年度（2031 年度）

までの１０年間とします。 

なお，計画期間内において，本市の空き家等の状況や社会経済情勢の変化などが

あれば，必要に応じ計画の見直しを行うこととします。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

※１ 関連する各種計画：江田島市総合戦略，江田島市行財政経営計画，江田島市都市計画マスタープラン等 

ガイドライン【特措法第５

条】 

江田島市住宅マスタープラン 

江田島市空家等対策条例 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

関連する各種計画※１ 【特措法第６条】 

江田島市空家等対策計画 

第２次江田島市総合計画 

広島県空き家対策対応指針 
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   【本計画における用語の定義】 

■「空家等」の定義 

特措法では，「空家等」を「建築物又はこれに附属する工作物であって居住そ

の他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他

の土地に定着する物を含む。）」と定義しています。 

また，「空家等」のうち，周辺の生活環境の保全を図るために放置することが

不適切であると認められるものを「特定空家等」と定義しています。 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 「所有者等」の定義 

特措法では，「所有者等」を「所有者又は管理者」と定義しています。 

遺産分割協議がなされず，相続登記が未了の場合，その法定相続人は管理者

としての責任を負うことになります。 

 

■ 「市民等」の定義 

江田島市空家等対策条例では，「市民等」を「市内に居住する者並びに市内の

事業所及び事業所に勤務する者」と定義しています。 

事業者には，法務，不動産，建築，福祉等の関連事業者が含まれています。 

 

  

  

・居住等の使用がなされていないことが

常態（概ね年間を通して使用実績がな

い状態）である建築物，付属する工作

物，その敷地 

空家等（法第２条第１項） 

特定空家等（法第２条第２

項） 

① 倒壊など著しく保安上危険となる

おそれがある空家等 

② 著しく衛生上有害となるおそれの

ある空家等 

③ 著しく景観を損なっている空家等 

④ その他生活環境の保全のため放置

が不適切である空家等 

 
敷地 

（立

 

 

建築物 

工作物 



   4 

 

２．空き家等の現状と課題 

（１）空き家等の現状 

ア 空き家等実態調査の結果 

(ｱ) 調査概要 

市内の空き家等の所在，状態等を把握するため，全域の実地調査をしました。 

この調査は，前回（平成 27年）の実態調査との比較のため，危険空き家等の

解消及び空き家等の利用による定住促進に資することを目的に行った前回調

査と同様の調査手法により実施しました。 

 

    図表 2.1 調査概要 

調 査 主 体 江田島市 

調 査 対 象 区 域 江田島市全域 

調 査 期 間 令和３年５月１１日～７月１４日 

調 査 方 法 

江田島市内に立地する住宅について，前回の調査結果を元に，

新たな水道閉栓情報のほか，地図作製会社の空き家情報を利用

して候補を加え，実地でその全数を調査（悉皆調査）し，外観

目視により空き家か否かの判定，状態（老朽度）を判定 

調 査 対 象 専用住宅（賃貸住宅及び市営住宅は除く），店舗等との併用住宅 

調 査 内 容 

ａ．空き家等の判定項目 

・電気メーター不動 

・郵便受けにチラシ等が滞留 

・ポストが閉鎖 

・外観が荒廃 

・「入居者募集・売物件」等の看板 

・入り口・門が閉鎖 

・カーテンがない（全窓）など 

ｂ．空き家等の状態判定項目 

・基礎の構造 

・外壁の構造 

・基礎，土台，柱又ははりの程度 

・外壁の程度 

・屋根の程度 

※上記判定項目により，空き家等の状態を区分 

 

 

 

ｃ．その他 

注１：空き家等の判定項目については，「空家実態調査の手引き（平成 22年：国土交通省）」を参考に設定 

注２：空き家等の状態判定項目については，「外観目視による住宅の不良度判定の手引き（平成 23年：国土交通省）」

を参考に設定  

空き家等 

の状態の 

区  分 

そのまま

再利用 

可能 

Ａ・Ｂ 

小規模修繕

により 

再利用可能 

Ｃ 

不具合が 

見られる 

空き家 

Ｄ・Ｅ・Ｆ 

不 明 
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 (ｲ) 調査結果 

調査の結果，市内の空き家等と思われる住宅数は1,865戸，空き家率は18.3％

であり，前回調査から約 500 戸，率にして約 5％が増加しています。 

一方で，住宅総数は 10,184 戸（前回 10,530 戸）と減少しており，新築着工

戸数を上回るペースで除却（解体）が行われたものと考えられます。 

 

 図表 2.2 空き家数 

                      （ ）は前回結果 

住 宅 総 数 
空き家等と思

われる住宅数 
空 き 家 率 

10,184 戸 

（10,530戸） 

1,865 戸 

（1,374戸） 

18.3％ 

（13.0％） 

    注 ：住宅総数は，固定資産税課税台帳がら算出 

 

空き家等と思われる住宅を状態別に見ると「そのまま再利用可能」が 636 戸

（前回 759戸），「小規模の修繕により再利用可能」が 853 戸（同 428 戸）であ

り，これらをあわせた再利用可能と判断できるものが約 80％（同 1,489 戸）と

なっています。 

一方，損傷が激しく，建築材料の落下や倒壊等の危険性があると想定される

「不具合が見られる空き家」は 368 戸（前回 179 戸）であり，空き家等と思わ

れる住宅の約 20％（同 13％）を占めています。 

前回調査時との比較では，「そのまま再利用可能」な状態の空き家が減少する

一方で，修理又は除却（解体）が必要な空き家が 65％（前回 45％）を占め，老

朽化等に伴う破損・腐朽が進んだ空き家が増えていることが分かります。 

  

図表 2.3 状態判定別の内訳 

                    （ ）は前回結果  

空き家等

と思われ

る住宅の

状 態 

そのまま

再 利 用 

可 能 

小規模の

修繕によ

り再利用

可 能 

不具合が

見られる

空 き 家 

不 明 合 計 

棟 数 
636 戸 

（759戸） 

853 戸 

（428戸） 

368 戸 

（179戸） 

8戸 

（8戸） 

1,865 戸 

（1,374

戸） 

構 成 比 
34.1％ 

（55.2%） 

45.8％ 

（31.2%） 

19.7％ 

（13.0%） 

0.4％ 

（0.6%） 
100％ 

   

 

 

 

 

約 65％で修理 

又は解体が必要 
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前回調査時の 1,374 戸のうち，現存する 976 戸に着目すると，「そのまま再

利用可能」とした空き家が，200 戸以上と大幅に減少した一方，「不具合が見ら

れる空き家」は 100 戸以上も増加しています。 

この結果は，老朽化に伴うとの理由のみで片づけることのできない問題です。 

今回の実態調査でも，周囲が雑木・雑草に覆われてしまい調査対象の空き家

に近付けない事例が多くありました。所有者等が，売却を含む利活用の方針決

定を先送りし，適正な管理を行わず放置すれば，老朽化が早まり除却（解体）

以外の選択肢がなくなり，周辺の生活環境にも悪影響を及ぼすこととなります。 

 

図表 2.4 状態判定別の内訳（前回調査から残存分） 

空き家等

と思われ

る住宅の

状 態 

そのまま

再 利 用 

可 能 

小規模の

修繕によ

り再利用

可 能 

不具合が

見られる

空 き 家 

不 明 合 計 

Ｈ ２ ７ 
537 戸 

（55.0％） 

327 戸 

（33.5％） 

106 戸 

（10.9％） 

6戸 

（0.6％） 976 戸 

（100％） 
Ｒ ３ 

315 戸 

（32.3％） 

417 戸 

（42.7％） 

240 戸 

（24.6％） 

4戸 

（0.4％） 

 

また，建築年代別に見ると，旧耐震基準（建築基準法の耐震性に関する基準

が大幅に改正される昭和 56 年５月以前）の住宅が約 85％を占めており，年代

が古いほど破損・腐朽が進んでいること分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.5 年代別の内訳 

 

なお，実態調査の結果を，地図上に点で示した次頁の分布図でもわかるとお

り，本市では，空き家が特定の地域に集中的に発生している状況は見られず，

市内全域にまんべんなく分布しています。また，空き家の状況についても，地

0% 20% 40% 60% 80% 100%

築年数不詳

昭和25年以前

昭和26～45年

昭和46～55年

昭和56～平成2年

平成3～12年

平成13～22年

平成23年以降

そのまま再利用可能 小規模の修繕により利用可能 不具合が見られる空き家 不明

ｎ：29 

ｎ：711 

ｎ：518 

ｎ：347 

ｎ：129 

ｎ：106 

ｎ：21 

ｎ：4 

旧
耐
震 

← 
 
→
 

新
耐
震 

約 85％が旧耐震基準 
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域による偏りは見られません。 

 

 

  

市職員による実態調査結果 

図表 2.6 空き家の分布状況 

＝Ａ  そのまま再利用可能 

＝Ｂ  ほとんど修繕なく再利用可能 

＝Ｃ  小規模の修繕により再利用可 

＝Ｄ  損傷が激しく，大規模な工事が必要 

＝Ｅ  倒壊の危険性があり，修繕や解体などの緊急性が高い 

＝Ｆ  倒壊の危険性があり，解体などの緊急性が極めて高い 

＝不明 草木等に覆われて判定できないものなど 

小規模な修繕により再利用可能 

不具合が見られる空き家 

そのまま再利用可能 

不明 
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イ 住宅・土地統計調査の結果 

平成 30 年の住宅・土地統計調査によれば，本市の空き家数は 4,000 戸であ

り，平成 20年から約 800 戸，約 1.25 倍に増加しています。 

このうち「その他の住宅（別荘等の二次的住宅や賃貸・売却用の住宅以外の

住宅）」は 3,300 戸であり，全体の約 83％を占め，平成 20年から 850戸が増加

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

【用語の定義】 

二次的住宅 

別荘・その他 
週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使 

用される住宅で，ふだんは人が住んでいない住宅 

 ふだん住んでいる住宅とは別に，残業で遅くなっ 

たときに寝泊まりするなど，たまに寝泊まりしてい 

る人がいる住宅 

賃貸用の住宅 
新築・中古を問わず，賃貸のために空き家になって

いる住宅 

売却用の住宅 
新築・中古を問わず，売却のために空き家になって

いる住宅 

   

図表 2.7 空き家数の推移 

その他の住宅 

左記以外の人が住んでいない住宅で，例

えば，転勤・入院等のため居住世帯が長期に

わたって不在の住宅や建替え等のために取

り壊すことになっている住宅など（空き家

の区分の判断が困難な住宅を含む。） 

 

■空き家等の戸数の相違について 

 本計画では，空き家等実態調査（1,865 戸）と，住宅・土地統計調査（4,000 戸）

の 2 つの異なる数字がありますが，次のとおり調査方法や定義・考え方の違いがあ

るため，違いが生じています。 

［空き家実態調査］ 

  市内全域の戸建住宅を対象とし，水道の閉栓情報等をもとに現地で目視によ 

り確認した「全戸（悉皆）調査」です。江田島市が概ね５年ごとに実施します。 

［住宅・土地統計調査］ 

  国勢調査区域の中から，コンピュータにより約 15 分の 1 の割合で無作為抽出

した区域内の住戸（アパート等の共同住宅を含む）を対象に，アンケートを行う

「標本（サンプリング）調査」です。国が５年ごとに実施しています。 
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本市の空き家の大半を占める木造戸建て空き家に着目すると，二次的住宅や

賃貸用・売却用を除いた「その他の住宅」の占める割合が，平成 20年の 85.8％

に対し，平成 30年では 94.1％に上昇しています。 

また，腐朽・破損のある戸建（木造）のその他の住宅が，平成 20年の 680 戸

(26.1％)から平成 30 年では 940 戸（29.2％）と約 1.4 倍増加しており，空家

数の増加に加え，腐朽・破損のある空き家の増加が進行しています。 

 

 

 

 

本市の持ち家に居住する 65歳以上の単身世帯は，平成 20年の 1,810 世帯に

対し，平成 30 年には 2,250 戸と約 400 戸が増加し，総世帯数の約５分の１を

占めています。 

戸建てのその他空き家も，これと同様の増加傾向を示しており，平成 20 年

の 2,300 戸に対し，平成 30年には 3,100 戸と約 800 戸が増加しました。 

空き家の発生要因は，本市においてはその多くが，入居していた高齢者が施

設入所やお亡くなりになることにより，それまで居住していた持ち家が空き家

等となったものであり，今後も増加していくことが予測されます。 

680 
890 940 

1,560 
1,490 

2,090 

20 
50 

40 

90 
100 

40 

250 

700 

100 

72.6%

77.1%

79.4%

85.8%

73.7%

94.1%

26.1% 27.6% 29.2%
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50%
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80%

90%

100%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H20 H25 H30

（戸）

戸建（木造）のその他空き家率

【全国】(a/A)

戸建（木造）のその他空き家率

【江田島市】（(a+b)/A)

腐朽・破損のある戸建（木造）の

その他空き家率【江田島市】(a/A)

図表 2.8 腐朽・破損のある戸建（木造）のその他の住宅数の推移 
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ウ 空き家数の将来推計 

令和２年に県が策定した広島県空家対策対応指針によれば，広島県内におけ

るその他空き家の数は，平成 30年から令和５年までで 7,600 戸，令和 10年ま

でで 13,000 戸が増加すると推計されています。 

このうち本市のその他空き家の増加数は，平成 30年から令和５年までで 238

戸，令和 10年までで 407 戸と推計されています。 

しかしながら，前述の空き家等実態調査の結果のとおり，本市では，前回（H27）

から今回（R3）の約６年間で，約 500戸が増加しており，県内の平均的な増加

率を上回るペースで増加が進んでいることが分かります。 

 

 

  江田島市 
（参考） 

広島県全体 
増加率 

Ｒ５ 238 戸 7,600 戸 17% 

Ｒ１０ 407 戸 13,000 戸 30% 
        

（参考）Ｒ元年 1,374 戸 44,320 戸  

Ｒ５年推計 1,612 戸 51,920 戸  

Ｒ10 年推計 1,781 戸 57,320 戸  

    （資料）広島県空き家対策対応指針（令和２年） 

1,810 1,840 

2,250 2,300 
2,410 

3,100 

16.2%
17.3%

21.0%
17.1%

18.4%

22.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H20 H25 H30

持ち家に居住する65歳以上の単身世帯数 戸建てのその他空き家数

持ち家に居住する65歳以上の単身世帯率 戸建てのその他空き家率

図表 2.9 持ち家に居住する単身の高齢者の推移 

 

（世帯） 

図表 2.10 今後新たに発生する空き家戸数の将来推計 
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エ 市の人口及び世帯数の推移 

本市の人口は，戦後初の国勢調査が行われた昭和 22 年以降，一貫して減少

を続けており，令和２年国勢調査では 21,930 人となっています。この間，生産

年齢人口（15～64 歳），年少人口（０～14歳）は，減少が続いてきました。一

方で，高齢者人口（65歳以上）はこれまで増加を続けましたが，令和２年度に

は減少に転じました。なお，高齢単身世帯は，引き続き増加傾向にあります。 

将来の人口推計（「第２期江田島市人口ビジョン」（令和３年３月））では，本

市の人口減少と高齢化は今後も進行すると見込まれており，さらなる空き家等

の増加が予想されます。 
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資料：国勢調査 

図表 2.11 年齢３区分別人口の推移 

 

図表 2.12 高齢単身世帯の推移 
資料：国勢調査 

注１:高齢単身世帯とは，65歳以上の人一人のみの一般世帯をいう。 

注２：高齢単身世帯比率＝高齢単身世帯数／一般世帯数×100 
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（単位：人） 

出典：第２期江田島市人口ビジョン 

図表 2.13 将来の人口推計（社人研推計） 

※赤文字の数値は実績値 
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（２）第１期計画期間中の取組状況 

ア 空き家相談と安全対策措置通知 

空き家相談窓口の開設（平成 27年９月）以降，連絡先不明の「瓦の落下」，「ハ

チの巣」，「草木の繁茂」などに関する相談が多く寄せられています。これに対し，

市は，現地調査を行い，所有者等に対し必要な措置を講じるよう文書で通知（安

全対策措置通知）しています。 

空家等は個人の資産であり，その管理責任は第一義的に所有者等にあるため，

市であっても所有者の同意なく措置を講じることはできせん。 

市は，安全対策措置通知に，現地で撮影した空き家の写真や解体費の目安・意

向調査書等を添え，所有者等に対する注意喚起を行っており，これまで 184 件の

うち 95件が解決に至っています。 

しかしながら，安全対策措置の通知件数は年々増加傾向にあり，特に近年は草

木の越境に関する相談も多くなっており，市が通知しても所有者等の対応がなさ

れない事例も少なからずあるため，住民と協力した対応が必要となっています。 

 

図表 2.14 空き家等の相談受付状況 

相談者 相談内容 

平成 

27～28年度 

（Ｈ27.9～） 

平成 

29～30 

年度 

令和 

元～２ 

年度 

令和 

３年度 
累計 

近 隣 

住 民 

瓦の落下など危険なので

対応してほしい等 
51件 87件 85件 32 件 255件 

所有者

等 

解体事業者を紹介して 

ほしい 
5件 2件 7件 5 件 19件 

所有している空き家等の

活用・解体で悩んでいる 
12件 25件 31件 6 件 74件 

一 般 
空き家等を活用する時の

補助制度 
1件 37件 73件 13 件 124件 

総  計 69 件 151 件 196 件 56 件 472 件 

注 ：平成 27年度は,空き家相談窓口開設後（9月以降），令和 3年度は 11月末，年度末に確定件数に修正。 

 

図表 2.15安全対策措置の通知件数 

 

 

平成 

20～24 

年度 

平成 

25～28 

年度 

平成 29

～ 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 
累計 実件数 

  

うち 

解決数 

うち 

対応中 

 総 計 42 件 121 件 99 件 21 件 283 件 191 件 108 件 83 件 

 江田島町 12件 31件 28件 3件 74 件 50件 26件 24件 

 能美町 8件 23件 11件 2件 44 件 31件 18件 13件 

 沖美町 2件 12件 20件 1件 35 件 27件 16件 11件 

 大柿町 20件 55件 40件 15件 130 件 83件 48件 35件 

注 ：令和 3年度は 11月末の件数，年度末に確定件数に修正。 
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イ 空き家バンク 

平成 19 年度から，市は，空き家の賃貸・売却を希望される方から登録申込み

を受けた物件情報を，市のホームページで公開し，移住・定住を希望される方と

のマッチングを行う空き家バンク制度を運営しています。 

所有者等に対する登録の呼びかけは，固定資産税の納税通知書送付時の封筒へ

の広告掲載や，空き家の所有者へのダイレクトメールの送付などを行っています。 

年間平均で約 15 件が成約に至っているなど，堅調に推移してきており，特に

近年は，江田島市移住・定住ポータルサイト「hodohodo（ほどほど）」を開設し，

Ｗｅｂサイト上でのＶＲ（360°カメラによる）内覧を開始したほか，民間事業者

への委託により，移住相談と併せ空き家バンク物件の内覧を受け付けるなど，総

合的な移住者支援施策を展開し，問い合わせが増加しています。 

一方で，移住・定住希望者の多くは，海の見える物件を希望するものの，該当

する物件が乏しいといった，需要と供給のミスマッチが生じています。 

 

図表 2.16 空き家バンクの登録・成約数の推移 

 

平成 

19～26 

年度 

平成 

27～28 

年度 

平成 

29～30 

年度 

令和 

元～２ 

年度 

令和３ 

年度 
累計 

新 規 登 録 数 135件 46件 44件 54件 18件 297 件 

成 約

件 数 

売 買 37件 19件 22件 30件 16件 124 件 

賃 貸 61件 15件 14件 11件 4件 105 件 

成 約 総 計 98 件 34 件 36 件 41 件 20 件 229 件 

成 約 率 72.6％ 75.6％ 81.8％ 75.9％ 111.1％ 77.1％ 

 注 ：新規登録数・成約件数とも，重複分を含む。令和 3年度は 11月末の件数，年度末に修正。 

 

 

 

ウ 空き家等対策補助 

これまでの危険家屋補助に加え，適正管理・活用・除却を促進するため平成 30

年度から次の６種類の補助（①空き家相続登記補助，②空き家購入補助，③空き

家修繕補助，④ＤＩＹ用具・材料購入補助，⑤空き家除却支援補助，⑥除却後跡

地適正管理補助）を行っています。 

 当初は補助制度への認知度が低く，利用も低調でしたが，広報活動や関係事業

者からのご案内で，年々利用者が増加傾向にあります。特に，購入・修繕補助の

利用については，市外からの移住者（転入後５年未満の者を含む）が，定住を目

的に自宅として活用される事例も多く，地域の活性化にもつながっています。 

本市の第２期総合戦略に掲げる「人の流れをつくり，縁を有する人を増やす。」

ため，前述の空き家バンクと両輪での取組として，今後も継続していく必要があ

ります。一方で，適正管理・除却に関する補助は，申請件数が減少しており，さ

らなる活用に向け取り組みが必要となっています。 
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図表 2.17 空き家対策補助の制度概要（令和３年度時点） 

 補助名称 対象者 対象経費 上限額 補助率 

適 正 

管 理 
相続登記 所有者又は相続人 相続登記費用 10万円 10/10 

活 用 

購 入 購入予定者 購入費用 30万円 3/10 

修 繕 
修繕後に居住又は

バンク登録予定者 
生活必需の修繕費用 30万円 3/10 

DIY 用具･材料 所有者又は賃借人 
DIYで修繕する際の用

具・材料の購入費用 
５万円 10/10 

除 却 

除却支援 所有者又は相続人 除却費用 10万円 1/10 

跡地適正管理 

除却後に植樹又は

舗装し，適正管理

する者 

除却後の跡地の適正管

理(植樹・舗装)費用 

(植樹) 

３万円 

(舗装) 

10万円 

(植樹) 

10/10 

 (舗装) 

1/2 

危険家屋 

危険家屋(危険度判

定 100点以上)の所

有者等 

危険家屋の除却費用 30万円 3/10 

 

図表 2.18 空き家対策補助の補助件数の推移（令和３年度時点） 

 
～平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 
累計 

適正管理 相続登記 － 1件 10件 9件 10 件 30件 

活 用 

購 入 － 3件 11件 12件 19 件 45件 

修 繕 － － 3件 9件 12 件 24件 

DIY 用具･材料 － 0件 3件 5件 5 件 13件 

除 却 

除却支援 － 13件 14件 8件 12 件 47件 

跡地適正管理 － 1件 3件 0件 2 件 6件 

危険家屋 22件 2件 3件 1件 1 件 29件 

総 計 22 件 20 件 47 件 44 件 61 件 194 件 

  注 ：令和 3年度は１月中の件数，年度末に確定件数に修正。 
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エ 空き家活用モデル事業 

空き家活用モデル事業は，空き家所有者から，市が低廉な賃借料で一定期間の

提供（賃借）を受け，必要な修繕を行った上で，対象世帯に貸し出す事業です。 

 賃借料や修繕費等は，入居期間中の家賃収入によって賄う事業計画としています。 

事業目的は，①市が率先して空き家を活用し，モデル（成功事例）を示すこと

による民間における同様の取組の促進，②定住促進による地域活性化の推進です。 

平成 30年度に１件，令和元年度に１件を改修し，２世帯が入居中です。 

この事業は，対象世帯に適した空き家の確保がポイントになりますが，事業に

対する所有者等の理解や，市への地域貢献の意識から善意による物件提供を受け

ており，物件確保に向け取り組む必要があります。 

また，民間における取組の拡大に向け，広報を充実させていく必要があります。 

 

 

               賃借        修繕       転貸借 

所有者等     ⇒    江田島市   ⇒    賃借人 
  ⇐             ⇐ 

賃料            賃料(修繕費上乗せ)     

      
0 

 

図表 2.19 空き家モデル事業のイメージ図 

 

 

 

平成３０年度事業住宅             令和元年度事業住宅 
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（３）空き家所有者実態調査 

本市においては，空き家相談窓口における日常的な相談対応の中で，所有者

等の意向を把握できており，前計画策定時に本市が行ったアンケート調査（調

査結果は，資料編を参照）と同様の内容である国の最新調査は，本市の結果と

同様の傾向で，所有者等の意向に大きな変化が見られないことが分かります。 

なお，国土交通省が，令和元年度に全国の空き家所有者を対象に，利用状況

や管理状況，所有者の意向等に関するアンケート調査の結果概要は次のとおり

です。 

 

 

令和元年空き家所有者実態調査（国土交通省） 

 

ア 調査概要 

 

    図表 2.20 調査概要 

調 査 主 体 国土交通省（住宅局） 

調 査 対 象 
平成 30 年住宅・土地統計調査で「居住世帯のない住宅（空き

家）を所有していると回答した世帯から，無作為抽出した世帯 

調 査 期 間 令和元年 11月～令和２年１日 

調 査 方 法 調査票の郵送配布，郵送回収及びオンラインによる回答受付 

主 な 調 査 内 容 

ａ．空き家の現況 

ｂ．空き家の利用状況 

ｃ．空き家の管理状況 

ｄ．空き家となった経緯 

ｅ．空き家所有者の意識・意向 など 

回 収 状 況 配布数 12,151件に対し有効回収数は 5,791件，回答率 47.7％ 
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イ 調査結果 

（利用状況） 

空き家等の利用状況は，「二次的

住宅・別荘用 25.8％，貸家用 4.4％，

売却用 12.8％，不詳 4.4％」の利用

している空き家を除いた「その他

（物置，長期不在，取り壊し予定等）

が 52.8％」となっています。 

 

  

 

 

 

（居住世帯のない期間） 

人が住まなくなってからの期間

は，「20年以上」が 20.9％と最も多

く，5年以上の割合が全体の７割以

上を占めています。 

 

 

 

 

（取得方法） 

取得方法は，「相続」が 54.6％と 

最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（主な管理者） 

空き家等の主な管理者は，「所有

者又は所有者と同居している親族」

が 77.3％と最も多くなっています

が，その一方で，「誰も管理していな

い」が 3.2％となっています。 

  

 

図表 2.24 空き家等の管理者 

図表 2.21 空き家等の利用状況 

図表 2.22居住世帯のない期間 

図表 2.23 取得方法 

１年未満
0.5%

１年以上３年未
満
12.2%

３年以上５年未
満
11.2%

５年以上７年未
満
11.2%

７年以上９年未
満
9.0%９年以上１１年

未満
10.6%

１１年以上１４
年未満
7.0%

１４年以上１７
年未満
7.9%

１７年以上２０
年未満
4.1%

２０年以上
20.9%

不詳
5.4%

新築・建て替え
18.8%

新築の住宅を購入
5.3%

中古の住宅を購入
14.4%

相続
54.6%

贈与
3.3%

その他
3.2%

不詳
0.8%

所有者ま
たは所有
者と同居
している
親族
77.3%

所有者と同居
していない親

族
10.8%

不動産業者，建
築会社，管理専
門業者など
3.5%

自治会・近所の人
1.5%

誰も管理し
ていない
3.2%

その他
1.4%不明

0.1%

不詳
2.2%

二次的住宅・

別荘用

25.8%

貸家用

4.4%

売却用

12.8%

その他

52.8%

不詳

4.2%
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（管理をする上での課題） 

管理をする上での課題は，「管理

の作業が大変」が29.8％と最も多く，

次いで，「住宅を利用する予定がな

いので管理をしても無駄になる」が

26.0％，「遠方に住んでいるので管

理が困難」が21.0％となっていて一

方，「課題はない」が 30.2％となっ

ています。 

 

 

 

（今後の利用意向） 

今後５年程度のうちの利用意向は，「空き家にしておく（物置を含む）」が

28.0％と最も高く，「セカンドハウスなどとして利用」が 18.1％，「売却」が

17.3％の順となっています。 

売却，貸出の意向がある空き家等の利用時期は，「考えているが，時期は未定」

が 66.7％と最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.25 管理する上での課題 

図表 2.26 今後の利用意向 

遠方に住んで
いるので管理
が困難
21.0%

管理の作業
が大変
29.8%

管理費用の負担
が重い
21.6%

管理を頼める人
や業者がいない

4.4%

住宅を利用す
る予定がない
ので管理して
も無駄になる
26.0%

課題はない
30.2%

売却
17.3%

賃貸
5.3%

寄付・贈与
1.3%

住む(リフォーム
または建て替え
て住む場合を含

む)
7.0%

取り壊す
13.2%

セカンドハウ
スなどとして

利用
18.1%

空き家にして
おく(物置を含

む)
28.0%

不明
4.9%

不詳
4.8%
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（空き家にしておく理由） 

今後の利用意向が「空き家にしておく（物置を含む）」について，売却・賃貸

しない理由として，「物置等として必要」が 60.3％と最も多く，次いで，「解体

費用をかけたくない」が 46.9％，「さら地にしても使い道がない」が 36.7％の

順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 2.28 空き家等にしておく理由 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

物置として必要

解体費用をかけたくない

さら地にしても使い道がない

好きな時に利用や処分ができなくなる

住宅の質の低さ(古い，狭いなど)

将来，自分の親族が使うかもしれない

取り壊すと固定資産税が高くなる

特に困っていない

リフォーム費用をかけたくない

仏壇など他に保管場所がないものがある

労力や手間をかけたくない

他人に貸すことに不安がある

買い手・借り手の少なさ

交通の便の悪さ

道路付けの悪さ

満足できる価格で売れそうにない

資産として保有し続けたい

満足できる家賃で貸せそうにない

不詳
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居住あり

住宅
空き家

老朽危険

空き家

（４）空き家等対策を進めていく上での課題 

空き家問題が生じる背景や要因は，下図のように複雑に絡み合っています。社

会制度等を含めた構造的な背景により，問題が複雑化しており，所有者等による

解決が困難な事例もあります。 

所有者等のみの問題とせず，市民等（事業者・専門家団体を含む）・市との多様

な連携により，可能な限り中古流通による利活用を促進するなど，課題解決に取

り組んでいく必要があります。 

第１期計画期間中における課題としても，①市，所有者，市民等の連携強化，

②必要に応じた特定空家等に対する措置が挙げられます。今計画では，こうした

課題や次に掲げる課題を踏まえ，対策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：広島県空き家対策対応指針（第２期） 

図表 2.29空き家問題の構造的背景 

①死亡・相続 
現状 

④管理不全 

バランス
がとれて
いない 

⑥新築過多 

（将来の空き家を増産） 
③解体が進まない 

所有者が遠方 

新築 解体 

⑤法的措置 

進まない 

高齢単身世

帯の増加 
所有者が不明 

権利が複雑 

②空き家の流通

が進まない 
中古流通 

新築嗜好 

品質が不安 履歴情報が未整備 

専門人材が不足 

新築嗜好 

事業者のまち
づくりの視点
が希薄 

解体すると固定資産税の

負担が増える 
（逆インセンティブが働い
ている） 

特に困ってない 
（活用しなくても経済的に
デメリットがない） 

そもそも売れないと思って

いる 

解体コストと評価額の 

バランスがとれない 

代執行コストが回収

できない 

将来，世帯

数は減少 

登記制度が 

任意 

首都圏への人

口流出 
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ア 問題が深刻化する前の早期対応 

空き家等は，下図に示すとおり，時間が経過し，管理されずに放置され老朽化

が進むほど，危険度が増し，修理・解体等に要する対応コストが高くなります。 

また，問題解決の難易度も同様で，所有者（管理者）が不明確なまま時間が経

過し，相続を重ね関係者が増えるほど問題が複雑化し，対応が困難となります。 

このため，市民等には居住世帯のある段階から住宅の将来を話し合い空き家の

発生を抑制していただくとともに，空き家等になっても活用可能な段階で，問題

が深刻化する前の早期対応（適正管理・利活用・除却）を行い，不適正管理によ

る老朽危険空き家の発生を防止していくことが必要です。 

 

 

出典：広島県空き家対策対応指針（第１期）平成27年 2月 

図表 2.30早期対応の重要性と空き家等の区分に応じ対策のイメージ 

 

イ 所有者等の事情や空き家の状態等に応じた対策 

空き家問題が生じる背景は，所有者等の心理的・経済的事情や空き家等の状態

により個別に異なるため，これに応じたきめ細かな対策を進める必要があります。 

また，所有者等のみでは対応が困難な場合もあるため，所有者等・市民等・市

が連携・協力し，課題解決に取り組んでいく必要があります。 

特に，発生抑制，適正管理や活用，早期の除却における阻害要因の解消が重要

であるため，その解決に向けた取組が必要です。 

なお，中古住宅（空き家等）の流通促進のため，空き家等を取得し利活用され

る方々への支援を行う，入口・出口の両側面からの取組が必要です。 

 

ウ 地域住民の安全・安心の確保 

空き家等実態調査によると，市内の空き家等と思われる住宅数1,865戸のうち，

損傷が激しく，倒壊の危険性があると想定される「不具合が見られる空き家」は

368 戸（空き家総数の 19.7％）で，前回調査（179 戸）から倍増しています。 

また，空き家等に関する相談や安全対策措置を求める文書通知も，前計画の策

定以降，増加し続けています。適切な管理が行われず，老朽化し屋根・外壁等の

建築資材の落下や建物の倒壊等のおそれにより，住民の安全を脅かしている空き

家等も既にあるため，このような危険な状態の空き家等の解消が必要です。 

特措法に基づく「特定空家等」への法的措置を講じるとともに，市民等に危険

が及ぶ切迫した状況で，所有者等を確知できない等の場合，市が行う「緊急安全

措置」（江田島市空家等対策条例第７条）を，適宜講じていく必要があります。 
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３．空き家等対策の基本方針 

（１）多様な主体との連携 

所 有 者 等 ， 市 民 ， 専 門 家 な ど 多 様 な 主 体 と の 連 携 ・ 協 力 

空き家等は個人の財産であり，その問題解決にあたっては，第一義的には所有者

等の責任による対応が前提となります。しかしながら，空き家等の所有者等が抱え

る課題は，経済的事情や相続関係，情報不足など多岐に渡っており，所有者等のみ

による解決が困難な事例も多くあります。また，空き家等を今後利活用しようとす

る者にも，建物の不具合による修繕や立地等に関する不安などの課題があります。 

こうした課題に，市としても意識啓発や情報提供，相談・支援等を行いますが，

空き家に関する多岐にわたる問題や，専門的知識・ノウハウ等が必要な事項につい

ては，行政のみによる対応には限界があり，多様な主体との連携・協力が必要です。 

そのため，本市はもとより，市民，自治会等の地域団体，事業者，専門家（不動

産・法務・建築・福祉等）が, 互いの特性や能力を生かしながら，その役割を認識

し，相互に連携・協力を図りながら，空き家等対策に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【それぞれの役割】 

所有者：適正な管理の義務，活用の努力  

市民等：危険な空き家等の情報提供，空き家化の予防 

専門家・事業者：コンサルティング，空き家等の活用・流通の促進 

市：広報・意識啓発，活用・除却等の支援，情報提供 

 

 

また，近年，市民等による先駆的な取組も見られるため，空き家等を対策が必要

な「負」動産にさせるのではなく，有用な資源（「ミライのタネ」）との認識の共有

化を図るとともに，地域の活性化に資するよう移住・定住者の住まい，小売店・民

泊施設や企業オフィス等の商業利用など多様な利活用を人的にも財政的にも支援

することで，「協働と交流」によるまちづくりを推進していきます。 

 

目 標 
現状 

(H28～R3) 
将来 
(R13) 指 標 

空き家の利活用 31 件/年 35 件/年 
空き家バンク成約件数 

＋購入修繕補助数 

図表 3.1市・所有者と市民等の多様な主体との連携・協力 
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（２）発生抑制や活用等を含む総合的対策 

発 生 抑 制 や 適 正 管 理 等 の 総 合 的 か つ 計 画 的 な 推 進 

空き家等対策の実施にあたり，市は，周辺の生活環境に悪影響を及ぼす不適正な

管理による空き家等の増加を抑制するとともに，放置され老朽化が進むことで解決

に向けた対応コスト・難易度ともに高くなる前段階での早期対応が重要となります。 

そのため，居住世帯のある段階からの空き家化の予防（発生抑制）や活用・除却

を含む総合的な視点で，状態等に応じた効果的な空き家等対策に取り組みます。  

実態調査等で把握した所有者等に対し，本市の空き家対策の取組（条例・補助制

度・空き家バンク等）についてダイレクトメールを送付し，意識啓発や管理意識の

醸成とともに，「空き家は地域資源」との認識の浸透を図り，管理や活用・除却等

の意向に応じ市から支援策を提案し，更なる流動化を促進していきます。 

特に，海に囲まれ恵まれた自然環境と，公共交通機関等を利用し都市との近接性

も高い（広島市・呉市に近く通勤・通学が可能）という，移住・定住に有利な本市

の立地特性（強み）を活かした取組が重要となります。 

ゆとりある生活スタイルの提案として，江田島市移住・定住ポータルサイト

「hodohodo（ほどほど）」の開設などに見られるように，空き家バンクの充実・強

化を図ることで定住を促進します。また，これに付随し他用途への転用による商業

利用等の空き家に関する幅広いニーズもあることから，そのマッチング等を支援す

ることで，地域のにぎわいと活力を創出し，活性化による地域再生につなげます。 

既に，本市では，民間主体が空き家等を，民泊施設・小売店・企業のオフィス等

へ転用しており，こうした取組の広がりを促進していきます。 

併せて，地域からの要望に応じ，地域の活性化に資するため，活用可能な空き家

等（公共施設を含む）を，国の補助制度を利用し有効活用することも検討します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （※その他の空き家・・・売却・賃貸用や別荘等の空き家以外の利活用されていない空き家） 

（参考）   目 標 
現状 

(H30) 
将来 
(R10) 指 標 

その他の空き家（※）の発生抑制 82.5％ 現状維持 
住宅・土地統計調査 

（その他の空き家の割合） 

図表 3.2空き家の状態に応じた対策のイメージ 
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（３）特定空家等に至る前の対応と措置 

 

市 民 の 生 活 環 境 に 悪 影 響 を 及 ぼ す 空 き 家 等 へ の 対 応 

 

空き家等には，適正に管理されずに放置され，老朽化等により地域住民の安全を

脅かし，周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼしているものが少なからずあります。 

放置の要因として，所有者不明土地の問題と同様，相続人の間で遺産分割協議が

なされず，相続登記が未了なままで，管理責任も不明確なことが挙げられます。  

また，解体費用が高額で負担がかかることも，解体（除却）が進まない大きな要

因となっています。さらに，解体後の跡地（更地）の管理や将来にわたる固定資産

税の負担も，所有者等からの相談が多く，判断を先送りする要因となっています。 

本市では，空き家等の所有者等の責務について，江田島市空家等対策条例第 3条

で，適切な管理を「行わなければならない（＝義務）」と規定しました。この理由

は所有者等に，適切な管理を行うことの重要性や管理不全の空家等が周辺地域にも

たらす諸問題への関心を喚起し，意識の醸成や理解増進を図るためです。 

前述の３（２）にも記載のとおり，問題解決に向けた対応コスト・難易度ともに

高くなる特定空家等に至る（生活環境に悪影響を及ぼす）前段階で，安全対策措置

通知を行うなど，個別の事情にも配慮しつつ繰り返し助言し，解体費の補助の利用

勧奨など所有者等による自主的な解決が図られるよう，必要な支援に取り組みます。 

安全対策措置通知によっても改善が見られない場合には，「特定空家等」の判定

を行い，老朽化して危険な状態にある空き家等は，住民の安全・安心を確保する観

点から，その除却を支援します。その他の周辺の生活環境に悪影響を及ぼす特定空

家等についても，除却，修繕等を行うよう助言・指導，勧告を行うなど，特措法に

基づく必要な措置を講じることにより，地域住民の生活環境の保全を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 標 
現状 
(R3) 

将来 
(R13) 指 標 

空き家の除却 10 件/年 20 件/年 補助件数（除却支援＋危険家屋） 

図表 3.3  市の助言に応じ所有者が解体した老朽危険空き家の事例（解体前） 
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４．空き家等対策の取組 

（１）空き家等の調査 

ア 空き家等実態調査 

本市では，空き家等実態調査等により，空き家等の所在や状態等を把握し，所

有者等の特定を行った上で，その結果について地理情報システム（ＧＩＳ）に登

録し，データベース化して管理・運用しています。 

引き続き，市民からの通報に基づく実地調査の結果をデータベースに反映する

など，空き家等対策を進める上で必要となる情報を継続的に蓄積し，効果的な対

策を行うための基礎資料として活用を図ります。 

また，空き家等の状況を定期的に把握し，様々な取組に反映させていくため，

概ね５年ごとに空き家等実態調査を実施します。同調査は，意識啓発の機会にも

なるため，市民団体等と連携した調査の実施について引き続き検討します。  

 

イ 現地調査 

市民からの相談・苦情や空き家等実態調査の結果等により，外観上危険と認め

られる空き家等については，現地での外観調査（写真撮影）を行い，所有者等に

対し，必要な措置を講じるよう求める文書通知（安全対策措置通知）を行います。 

江田島市空家等対策条例第 6条では，管理不全な状態にある空家等を発見した

ときの市に対する情報提供を，市民等の役割として規定しています。市民の皆様

の御協力のもと，今後とも増加が見込まれる通報に対し，現状を把握し，その対

応を検討します。 

 

ウ 空き家登録 

本市では，所有者等からの申請に基づき「空き家登録台帳」への登録を行って

います。 

この登録は，所有者等に対する情報提供と実態把握を行うため，半年以上，居

住実態のない家屋（長期入院などを除く）の登録をお願いしており，各種補助の

基礎資料のほか，利用を希望する施策の意向確認にも利用しています。 

また，固定資産税現所有者申告書の文書送付時に，登録案内を行っており，登

録申請があった空き家等については，適宜，現地での外観調査（写真撮影）を行

います。 
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（２）空き家等の発生抑制と適切な管理の促進 

ア 意識啓発及び空き家等の長期化の予防 

空き家等が発生する最大の要因は，相続によるものであるため，適切に権利関

係が承継されなければ，売却，除却等の利活用が困難となります。 

このため，住まいが空き家等になる前，又はなった直後の対応の重要性，管理

不全な空き家等が周辺にもたらす諸問題等について，リーフレットの配布による

広報・啓発活動，講演会の実施などにより，地域住民への意識啓発を図ります。 

特に，空き家になる前の居住中から，所有者やその家族が住宅の将来を考え話

し合う機会を設けてもらい，将来的にどのように利活用（売却・賃貸・解体等）

するかの方向性を定めておくこと（いわゆる「住まいの終活」）が，早期の対応に

効果的です。このため，空き家予備軍である持ち家保有の単身高齢者と，関係す

る福祉関係者や，地域の自治会等と連携・協力し，必要な情報提供を行います。 

空き家等の中には，活用等の判断を先送りにしている状況や管理が十分に行われ

ていない状況が見られるため，所有者等に対し，ダイレクトメールの送付等を通

じ，積極的な利活用が図られるよう情報提供，意識啓発を行います。 

また，活用等が先送りにされる要因として，①遺産分割協議がなされず，相続

登記が未了で，管理者が曖昧なままとなっていること，②家財道具等が住んでい

たままの状態で残置されており，利活用が進んでいないことが挙げられます。 

このため，まずは，相続登記の手続きを推進し，所有者を確定させることで，

管理責任を明確化し，次のステップに踏み出しやすくします。  

次に，家財処分を促進し，利活用に向けた準備を整え，売却又は賃貸等につな

げていただくことで，早期の空き家解消や利活用の推進を図ります。 

 

 

図表 4.1市民，所有者等への啓発及び空き家等の長期化の予防（令和４年度時点） 

主な取組 概要 

固定資産税の納税通知書

の活用 

・固定資産税の納税通知書を活用し，空き家等の適正管理

や空き家バンクへの登録を促すよう記載し，市内の住宅

所有者に対する居住中からの啓発を行います。 

所有者等に対するダイレ

クトメールの送付 

・空き家バンクへの登録依頼や空家等対策条例の内容，空

き家等関連施策の内容を通知することで，管理義務の意

識醸成を図り，活用に向けた啓発を行います。 

空き家リーフレットの作

成，活用 

・空き家等を放置した場合のリスク，活用に関する情報や

市の補助制度など，空き家等の適正管理，活用を促すた

めのリーフレットを作成し，活用します。 

講演会・相談会等の開催 

・専門家団体等と連携し，相続対策や相続登記の重要性な

ど，空き家問題について地域住民が学習し，問題意識を

高めるための講演会や法律相談会等を開催します。 

空き家相続登記補助 
・相続登記が未了な状態の空き家について，空き家バンク

登録等の場合，相続登記費用を補助します。 

空き家家財処分補助 
・家具・什器等がそのままの状態の空き家について，空き

家バンク登録等の場合，家財処分費を補助します。 
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イ 地域と連携・協力した空き家等の維持管理 

空き家等の多くは，所有者等や親類縁者により管理されているものの，遠方に

居住していることや年齢的，経済的理由等で，自ら空き家等の十分な管理を行う

ことが困難になっているため，このような所有者等を支援することも必要です。 

そのため，地域住民や関連団体等と連携し，空き家等の現状確認や通気，通水，

屋内清掃等の管理作業を代行するサービスが提供できる仕組を構築します。 

また，サービスを利用できない場合にも，所有者等が行うべき定期的な現状確

認等については，地域住民等の協力により変化等があった場合に，適宜，所有者

等に対し情報提供を行っていただくことで，適切な維持管理が促進されます。 

このため，所有者等に対し，地域住民や自治会等との良好な関係づくりととも

に，近隣住民や自治会等との連絡先の交換又は空き家等への連絡先の掲示を促し，

所有者等と地域が連携・協力した適切な維持管理が図られるように努めます。 

なお，地域内の空き家等を自治会等の集会施設やサロン等として活用する場合，

国の補助制度の利用等を含め，地域の要望等を踏まえ，必要に応じ検討します。 

 

図表 4.2 地域と連携した空き家等の維持管理（令和４年度時点） 

主な取組 概要 

管理代行サービスの提供 

・シルバー人材センターなど地域の団体等と連携し，管理

代行サービスを提供する仕組について構築します。 

・空き家の見守りサービスを，ふるさと納税の返礼品とし

て提供する仕組について構築します。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          

所有者等の連絡先の掲示 
・所有者等に対し，空き家の玄関先に連絡先の掲示を促し

地域住民からも情報提供できるように取り組みます。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         

所有者等と近隣住民又は

自治会等の連絡先交換 

・所有者等に対し，近隣住民又は自治会等との連絡先の交

換を促し，地域住民からも情報提供できるように取り組

みます。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

 

 

（３）空き家等（跡地を含む）の利活用の促進 

ア 空き家バンク制度の充実 

本市では，移住・定住希望者に空き家等を紹介する空き家バンクを平成 19 年

度に設置し，市内の不動産業者を中心に物件の情報提供，契約締結に向けた現地

での物件案内等のサポートを連携して行うことで，これまでの成約件数は延べ

200 件以上，この５年間で 100 件以上と空き家等活用の実績を挙げています。 

このため，空き家バンクの運営を継続し，充実・強化を図るとともに，引き続

き，空き家等所有者等と移住・定住希望者とのマッチングを促進します。 

空き家バンク登録の障壁となるのは，①相続登記の未了と②家財道具等の存在

等であるため，空き家バンク登録への動機付けとして，相続登記や家財道具の処

分等に対する支援を行うなど，空き家等の流動化により活用を促進します。 

また，空き家バンクの運営にあたっては，物件案内だけでなく，生活面や仕事

面の様々な相談など，移住・定住に関するきめ細かで総合的な支援が重要である

ため，江田島市定住促進協議会等との連携による運営の充実を図ります。  
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図表 4.3 空き家バンク制度の充実（令和４年度時点） 

主な取組 概要 

空き家バンクの運営充実 

・移住・定住希望者に住まいの提供を行うため，賃貸・売

却を希望する所有者等から登録のあった空き家物件情報

をホームページ上で公開し，物件の紹介を行います。 

・土地のみ物件や空き家活用事例の掲載などの拡充を図り

つつ，需要と供給のマッチングを図ります。 

固定資産税の納税通知書

の活用【再掲】 

・固定資産税の納税通知書を活用し，空き家等の適正管理

や空き家バンクへの登録を促すよう記載することで，市

内の住宅所有者に対する啓発を行います。 

子育て世帯家賃補助（定

住希望者の民間賃貸住宅

家賃補助） 

・定住の意思を持って転入した子育て世帯で，民間賃貸住

宅（賃貸空き家物件を含む）に居住中の方の家賃を補助

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 空き家等の流動化と利活用の促進 

現に存在する空き家等の中には，「相続登記がなされていない」，「老朽化して

改修が難しい」，「家財道具が残っている」等の理由で，空き家バンクでは取り扱

うことができない物件が多く存在しているほか，活用を先送りにしている状況が

見られます。そのため，自治会等と連携しながら，市場に埋もれたままとなって

いる空き家等や使用目的の定まっていない空き家等を掘り起し，新たな可能性を

生み出すための情報発信の強化等に取り組みます。 

前述の空き家相続登記に対する支援をはじめ，放置されがちな空き家等の活用

の契機とするため，空き家の購入や修繕，改修に必要な工具や材料の購入につい

ても支援することで，更なる空き家の活用を促進します。 

また，空き家バンクの問合せでは，移住希望者の賃貸需要も高いため，貸主と

なる所有者等の不安が払拭されるよう，サブリース（注１）や定期借家，ＤＩＹ

型賃貸など多様な契約形態の普及を図り，貸出が促されるよう取り組みます。 

他方，購入・賃借希望者等の「災害等で被災しないか」，「修繕が必要なのでは」

といった不安解消に向け，宅地建物取引における重要事項説明やインスペクショ

図表 4.4 空き家バンク利用の流れ 
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ン（建物状況調査 注２），安心Ｒ住宅（注３）等の制度の普及促進に努めます。 

また，必要性があり，かつ，条件が整った場合は，空き家等（公共施設を含む）

を定住促進のための住宅，体験交流施設，文化施設，地域活動拠点施設，コワー

キングスペース等として，国の補助制度を利用し，改修等により必要に応じ有効

活用することで，地域のにぎわいの創出，働く場の確保や企業誘致等を図ります。 

なお，所有者等が，空き家等を賃貸住宅として貸し出す場合，住宅確保要配慮

者向け賃貸住宅登録制度（新たな住宅セーフティネット制度）を利用することも

考えられます。同制度は，住宅入居に配慮が必要な方（住宅確保要配慮者）の入

居を拒まない住宅として登録した場合，①改修費の補助や②入居者への家賃と家

賃債務保証料の低廉化にかかる補助の適用を受けることができる制度となって

います。市としても，公営住宅の大幅な増加を見込めない中，県と連携して制度

の研究を進め，空き家を活用した住宅確保要配慮者の住宅確保を検討します。 
 
 注１：サブリース・・・貸主（管理会社等）が，所有者から借りた建物を入居者に貸す（転貸借）

契約で，一般的に入居者の有無に関わらず貸主が所有者に対する家賃を保証すること。 

 注２：インスペクション（建物状況調査等）・・・目視や計測等により，住宅の基礎や外壁等にひ

び割れや，雨漏り等の劣化・不具合が発生しているかどうかを調べること。 

 注３：安心Ｒ住宅・・・耐震性があり，インスペクション（建物状況調査等）が行われた住宅で，

リフォーム等の情報提供が行われる既存住宅に対し，国の関与のもとで事業者団体がマークを

付与する制度。 

 

図表 4.5 空き家等の流動化と活用の促進（令和４年度時点） 

主な取組 概要 

空き家相続登記補助 

【再掲】 

・相続登記が未了な状態の空き家について，空き家バンク

登録等の場合，相続登記費用を補助します。 

空き家家財処分補助 

【再掲】 

・家具・什器等がそのままの状態の空き家について，空き

家バンク登録等の場合，家財処分費用を補助します。 

空き家等の掘り起し,情報

発信 

・自治会等と連携しながら，空き家等を掘り起し，有効活

用を促進するための情報収集・発信を行います。 

空き家リーフレットの作

成，活用【再掲】 

・空き家等を放置した場合のリスク，空き家等の活用に関

する有益な情報と江田島市の取組など，適正管理・活用

を促すためのリーフレットを作成 し，活用します。 

空き家購入補助 ・空き家の購入費用を補助します。 

DIY用具・材料購入補助 

・空き家を購入又は賃借する者が，自分でその空き家を改

修（ＤＩＹ）する際に購入する工具や材料の費用を補助

します。 

空き家修繕補助 

・市内の空き家に居住する者又は空き家を空き家バンクに

登録する者が，その空き家を，市内に事務所のある業者

を利用して修繕する費用を補助します。 

空き公共施設等活用事業 

・市が所有する空き公共施設等を改修し，地域活動拠点施

設やコワーキングスペース等への転用を行い，地域のに

ぎわいの創出，働く場の確保や企業誘致等を行います。 

空き家活用モデル事業 

・市が提供を受けた空き家を改修し，希望する世代等に賃

貸することで，空き家活用と定住促進による地域の活性

化につなげ，民間での同様の取組の拡大を目指します。 
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ウ 除却の促進 

老朽化し改修が困難なことや立地上の問題等の理由から，除却する以外の選択

肢がない空き家も多数あります。また，除却以外の選択肢がない中で，解体を先

送りし，保安上危険な状態となった空き家も少なからずあります。 

空き家等の除却を促進するため，市内事業者による解体を行う場合には，解体

費用を支援しています。 

除却支援補助は，申請前の利用相談が非常に多く寄せられる一方で，補助を利

用せず解体される事例も多いことから，解体に向けた話し合いのきっかけづくり

にも役立っているものとみられます。引き続き，広報・周知を図り，所有者等に

除却を検討する機会を提供し，除却の促進に努めます。 

 

図表 4.6 除却の促進（令和４年度時点） 

主な取組 概要 

空き家除却支援補助 

・空き家の除却を促進し，老朽化し危険な状態に至る前の

未然での危険防止を図り，安全に地域生活を送れるよう，

解体費用を補助します。 

 

 

エ 跡地の活用の促進 

除却される空き家等が増加し，利用目的のない空き地が増えると，草木の繁茂

や有害鳥獣，害虫の発生などの問題を引き起こすことにもつながりかねません。 

空き家所有者等の多くが，管理を負担に感じているのと同様に，除却後の跡地

についても，固定資産税の特例解除や管理に関する負担を感じています。 

空き家等の除却後の跡地についても，所有者等に第一義的な責任があることを

前提とした上で，舗装等の管理経費の支援等により適切な管理を促します。 

除却後の跡地に，本市特産のオリーブ等の苗木を植樹する場合に，その苗木の

管理に要する費用を支援することで，地域特性にあった産品の増産と併せ，適正

管理による跡地の荒廃を抑制します。 

また，所有者から働き掛け，譲渡又は売買・賃貸等により，近隣住民が家庭菜

園や駐車場等として積極的に利活用されることも，解決策の一つとなります。 

なお，地域の要望等を踏まえながら，自動車の転回場所，防災空地等としての

利用，自治会等による管理，活用の可能性を検討します。 

 

図表 4.7 跡地の活用の促進（令和４年度時点） 

主な取組 概要 

除却後跡地適正管理補助 

・空き家の除却後の跡地に，江田島市特産のオリーブ，み

かん，レモン又はイチジクを植樹等する場合に，その苗

木の管理等に要する費用を補助します。 
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オ 地域の特性を活かした空き家等の活用策の充実・検討 

空き家等を取り巻く地域の状況は様々であり，その地域の特性やニーズ等を踏

まえた利活用に取り組むことで，地域のにぎわい創出や地域活性化，新たな価値

の創造に資することが期待できます。 

市では，このような観点から，空き家等を「負の遺産」ではなく，「地域の有用

な資源」として，住民や関連団体等と連携し活用策を検討し，充実させます。 

市が所有者から提供を受けた空き家を改修し，子育て世代をはじめとする希望

者へ賃貸等することで有効活用を図るとともに，地域の活性化のため定住を促進

し人口減少に歯止めをかけることを目的に，空き家活用モデル事業を実施します。 

近年は，移住者等が空き家をカフェやゲストハウス等に改修し，活用する事例

も見られます。空き家活用モデル事業を契機として，将来的には民間事業者によ

る同様の取組が広がるよう普及・啓発し，これを支援することで空き家の活用が，

まちづくりにおける地域活性化の基盤事業ともなりうる可能性を示します。 

 

図表 4.8 地域の特性を活かした空き家等の活用策の充実・検討（令和４年度時点） 

主な取組 概要 

空き家活用モデル事業 

【再掲】 

・市が提供を受けた空き家を改修し，希望する世代等に賃

貸することで，空き家活用と定住促進による地域の活性

化につなげ，民間での同様の取組の拡大を目指します。 

除却後跡地適正管理補助

【再掲】 

・空き家の除却後の跡地に，江田島市特産のオリーブ，み

かん，レモン又はイチジクを植樹等する場合に，その苗

木の管理等に要する費用を補助します。 
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（４）特定空家等に対する措置等 

ア 安全対策措置の通知 

空き家等実態調査の結果や地域住民からの相談・通報等により，特定空家等に

該当するおそれのある空き家等を把握した場合には，現地での外観調査（写真撮

影）を行い，当該所有者等に対し，安全対策に必要な措置を講じるよう求める文

書通知を行うことにより，所有者等自らの意思による改善を促進します。 

また，文書通知後は，当該空き家等の措置の実施状況等について，適宜，住民

等からの情報提供をいただきながら，改善が図られない場合には，再調査の上，

（所有者不明の場合，相続人調査し，複数の者に）繰り返し文書通知を行います。 

 

図表 4.9 安全対策措置の通知（令和４年度時点） 

主な取組 概要 

安全対策措置の通知 

・近隣の空き家等が適正に管理されていないことにより,

安全対策等の相談があった場合，市職員が状態を確認し，

所有者等に対して対策の必要性を通知します。 

 

 

イ 緊急安全措置 

江田島市空家等対策条例第７条に基づき，管理不全な状態の空家等が，著しく

危険な状態で，次の２つの要件を何れも満たす場合，市が危険回避のため必要な

最小限度の措置（緊急安全措置）を講じます。 

①住民の生命等に対する重大な危険が切迫し，緊急に防止措置が必要 

②所有者等を確知できない又は改善を講じさせる時間的余裕がない 

なお，緊急安全措置を講じた場合には，所有者等及び江田島市空家等対策協議

会に報告するとともに，所有者等に要した費用を請求することとしています。 

 

ウ 特定空家等に対する措置 

(ｱ) 特定空家等の判断基準 

特定空家等とは，特措法第２条第２項において， 

ａ．そのまま放置すれば倒壊など著しく保安上危険となるおそれがある状態 

ｂ．そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

ｃ．適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

ｄ．その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である

状態 

にあると認められる空き家等と規定されています。 

本市では，空き家等が上記の状態であると認められる特定空家等の判断にあ

たっては，別添資料「特定空家等の判定票」によるものとします。 
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(ｲ) 特定空家等か否かの判断 

空き家等実態調査の結果や地域住民からの相談・通報等により把握した特定

空家等に該当するおそれのある空き家等について，安全対策措置の通知を行っ

ても状態が改善されない場合は，当該空き家等に対して「特定空家等の判定票」

を基に必要な調査を行うとともに，所有者等の事情の把握に努めます。 

実施した調査結果等を基に，江田島市空家等対策協議会（37 ページを参照）

に諮り，特定空家等か否かの判断に関する意見を求めることとし，当該意見を

踏まえて，特定空家等か否かを市長が判断します。 

 

(ｳ) 特定空家等に対する措置 

特定空家等と認められるものについては，その所有者等に対して，特措法第

14 条第１項に規定する助言又は指導や，同条第２項に規定する勧告について，

危険性や周辺に及ぼす悪影響の程度等を勘案して，それぞれ相当の猶予期間を

設けた上で，段階的に実施します。 

行政指導を実施しても，なお特定空家等の状態が改善されないと認められ，

放置することが著しく公益に反する場合は，行政処分（命令，行政代執行）を

行います。 

特定空家等に対する措置の流れ（概要）は図表 4.10 のとおりです。勧告以降

の措置を講じるにあたっては，あらかじめ江田島市空家等対策協議会の意見を

聴くものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4.10 特定家屋等に対する措置の流れ（概要） 
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エ 危険家屋等の除却の促進 

危険家屋とは，危険家屋除却補助実施要領において， 

ａ．市内にある木造住宅 

ｂ．築 23年以上の空き家等 

ｃ．道路又は使用されている住宅の敷地に影響がある 

ｄ．本市が定める危険度判定の基準で，評点が 100 点以上 

の要件をすべて満たす空き家等と規定しており，補助対象には特定空家等も

加えています。 

危険家屋は，そのまま放置すれば倒壊するなど，保安上危険となるおそれが

ある特定空家等の中でも，特に不良度が高く，周辺への影響も大きいものであ

るため，解体費用を補助し，その除却を促進します。 

また，安全な地域社会の維持のため，危険家屋や特定空家等に至る前の未然

防止策として，解体費用を支援し，早期除却の促進にも努めます。 

 

図表 4.11 危険家屋の除却等の促進（令和４年度時点） 

主な取組 概要 

危険家屋除却費補助 

・老朽化した空き家等の倒壊等を防ぐため，危険家屋除却

費補助要綱に定める全ての要件を満たす危険家屋及び

「特定空家等」の解体費用を補助します。 

空き家除却支援補助 

【再掲】 

・空き家の除却を促進し，老朽化し危険な状態に至る前の

未然での危険防止を図り，安全に地域生活を送れるよう，

空き家の解体費用を補助します。 
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（５）住民等からの相談への対応 

本市では，空き家等の所有者等や地域住民からの相談を受け付ける相談窓口を都

市整備課内に設置しています。 

空き家等の所有者等や地域住民から空き家等に関する相談が寄せられた場合は，

都市整備課が相談内容の聞き取りを行い，相談内容について整理した後，空き家等

がもたらす問題や空き家バンクの活用等に関する相談については，当該内容を所管

する担当課に情報を提供し，対応策を回答します。 

また，空き家等の売却・賃貸・管理に関する相談や法律相談など,それぞれの専

門家による回答が適切な場合については，「ひろしま空き家の相談窓口」，「広島司

法書士会江田島総合相談センター」等の専門家団体と連携して対応します。 

専門家団体との連携を強化し，相談者にとって最適なアドバイスを提供していく

ため，空き家相談窓口の市職員が丁寧な聞き取りを行い，相談内容に沿った，的確

な支援のできる体制の充実を図るとともに，相談員の育成に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4.12 空き家に関する相談体制 
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（６）対策の実施体制 

ア 庁内連携体制 

空き家等対策における課題は，分野横断的で多岐にわたるものであるため，

様々な部署が密接に連携して対処する必要があります。 

本市では，平成 27 年に庁内の関係部局で組織する空き家等対策推進本部会議

を設置しており，各部署が密接に連携した空き家等対策に取り組みます。 

 

イ 協議会の組織 

本市では，特措法第７条に基づき，平成 28年に江田島市空家等対策協議会を，

本計画の策定及び変更並びに実施，特定空家等の判定や措置の実施等に関する協

議を目的に設置しています。委員の構成は，市長，自治会・市議会議員の市民代

表，法務・不動産・建築・福祉の専門家，学識経験者となっています。 

江田島市空家等対策協議会は，空き家等対策に取り組む各主体間の連携強化を

図るとともに，相互に協力して取組を進める協働を進めることにより，対策の着

実な実施と評価・改善を図っていく場として活用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 地域の自主的な活動との連携 

全国的には，空き家問題を地域の共通課題と捉え，行政と住民団体が協働して

その対応に取り組み，空き家を通じ地域再生に取り組んでいる事例も見られます。 

本市においても，自治会等はもとより，ＮＰＯ等がまちづくりの担い手として，

空き家等に関連する地域課題を解決する取組を行う場合は，それらの団体との連

携を図るとともに，地域の自主的な活動を支援します。 

図表 4.13 対策の実施体制 
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エ 関係行政機関との連携 

江田島市を管轄する関係行政機関として，警察・消防はもとより，県・国（国

土交通省，法務省等）とも連携し，空き家対策の推進が図られるよう努めます。 

 

 

（７）その他対策の実施に必要な事項 

空き家等対策を継続的な取組としていくため，ＰＤＣＡサイクルに則り，定期的

に計画と実績についての検証や新たな取組の検討を行い，必要に応じて，適宜計画

の見直しを行います。計画の評価は，目標の達成状況等により行い，国や県の動向

（空き家等に関する制度の変更）や概ね５年に１回行う空き家等実態調査等を踏ま

え，必要に応じ計画の改善を図ります。 

なお，計画に基づく取組の実施状況について，空家等対策推進協議会や空き家等

対策推進本部会議に適宜報告し，取組内容への意見反映を行うなど柔軟に対応して

います。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4.14 空家等対策計画の評価と見直し 
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コラム   江田島市協働のまちづくり地域提案型活動支援事業 

本市では，地域のために自主的に活動している団体から「江田島市をキラリと輝かせる取組」

に対して提案をしてもらい，優れた取組に補助金を交付し，その活動を支援しています。 

令和３年度は，空き家の利活用に対する２件の優れた取組を支援しました。 

   Ｅｎｉｓｈｉ    地域おこし協力隊 蛇草 孝介 氏    『広報えたじま令和３年９月号』から 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  えたじまＤＩＹ楽校  地域おこし協力隊 塚田 忠則 氏    『広報えたじま令和３年９月号』から 
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コラム  大柿高校総合的な学習 

県立大柿高等学校の２年生は，令和３年度の総合的な探求の時間の授業として①空き家問題，

②観光ＰＲ，③海ゴミ問題の３つのテーマに分かれ，各班が検討を行いました。 

空き家問題班は、修繕しなければ住めない空き家に着目し、その改善策を検討し，具体的に

何かを取り組んでみようと，高校近くの空き家をフィールドに，自分たちで修理（ＤＩＹ）す

ることとなりました。令和３年７月から空き家内の残置物の撤去や掃除・周辺の草刈りなどコ

ツコツと準備を重ね，９月からは地元の建設労働者で構成される広島県建設労働組合第６地域

連合江田島に加入する職人の手ほどきを受けながら，自分たちでＤＩＹ修繕を行いました。 

生徒からの聞き取りをもとに，地域おこし協力隊員（蛇草）と江田島市職員が，学校・空き

家所有者・職人の間のコーディネートをお手伝いしました。 
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空き家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号） 

 

(目的) 

第１条 この法律は，適切な管理が行われていない空家等が防災，衛生，景観等の地域住民の

生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み，地域住民の生命，身体又は財産を保護す

るとともに，その生活環境の保全を図り，あわせて空家等の活用を促進するため，空家等に

関する施策に関し，国による基本指針の策定，市町村(特別区を含む。第１０条第２項を除き，

以下同じ。)による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必

要な事項を定めることにより，空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し，もって公

共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

(定義) 

第２条 この法律において「空家等」とは，建築物又はこれに附属する工作物であって居住そ

の他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地(立木その他の土地に定着

する物を含む。)をいう。ただし，国又は地方公共団体が所有し，又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは，そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険とな

るおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態，適切な管理が行われて

いないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るため

に放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

(空家等の所有者等の責務) 

第３条 空家等の所有者又は管理者(以下「所有者等」という。)は，周辺の生活環境に悪影響

を及ぼさないよう，空家等の適切な管理に努めるものとする。 

(市町村の責務) 

第４条 市町村は，第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に

関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとす

る。 

(基本指針) 

第５条 国土交通大臣及び総務大臣は，空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するた

めの基本的な指針(以下「基本指針」という。)を定めるものとする。 

２ 基本指針においては，次に掲げる事項を定めるものとする。 

１ 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

２ 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

３ その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は，基本指針を定め，又はこれを変更しようとするときは，あ

らかじめ，関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は，基本指針を定め，又はこれを変更したときは，遅滞なく，

これを公表しなければならない。 

(空家等対策計画) 

第６条 市町村は，その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため，基

本指針に即して，空家等に関する対策についての計画(以下「空家等対策計画」という。)を

定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては，次に掲げる事項を定めるものとする。 
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１ 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関

する対策に関する基本的な方針 

２ 計画期間 

３ 空家等の調査に関する事項 

４ 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

５ 空家等及び除却した空家等に係る跡地(以下「空家等の跡地」という。)の活用 

の促進に関する事項 

６ 特定空家等に対する措置(第１４条第１項の規定による助言若しくは指導，同条 

第２項の規定による勧告，同条第３項の規定による命令又は同条第９項若しくは第１０項 

の規定による代執行をいう。以下同じ。)その他の特定空家等への対処に関する事項 

７ 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

８ 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

９ その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は，空家等対策計画を定め，又はこれを変更したときは，遅滞なく，これを公表し

なければならない。 

４ 市町村は，都道府県知事に対し，空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し，情報

の提供，技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

(協議会) 

第７条 市町村は，空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議

会(以下この条において「協議会」という。)を組織することができる。 

２ 協議会は，市町村長(特別区の区長を含む。以下同じ。)のほか，地域住民，市町村の議会

の議員，法務，不動産，建築，福祉，文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と

認める者をもって構成する。 

３ 前２項に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，協議会が定める。 

(都道府県による援助) 

第８条 都道府県知事は，空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの

法律に基づき市町村が講ずる措置について，当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助

言，市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。 

(立入調査等) 

第９条 市町村長は，当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把

握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことがで

きる。 

２ 市町村長は，第１４条第１項から第３項までの規定の施行に必要な限度において，当該職

員又はその委任した者に，空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 市町村長は，前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に

立ち入らせようとするときは，その５日前までに，当該空家等の所有者等にその旨を通知し

なければならない。ただし，当該所有者等に対し通知することが困難であるときは，この限

りでない。 

４ 第２項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は，その身分を示す証

明書を携帯し，関係者の請求があったときは，これを提示しなければならない。 

５ 第２項の規定による立入調査の権限は，犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 
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(空家等の所有者等に関する情報の利用等) 

第１０条 市町村長は，固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報

であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては，この法律の施行のために

必要な限度において，その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で

利用することができる。 

２ 都知事は，固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののう

ち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目

的で都が保有する情報であって，特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものにつ

いて，当該特別区の区長から提供を求められたときは，この法律の施行のために必要な限度

において，速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか，市町村長は，この法律の施行のために必要があるときは，関係

する地方公共団体の長その他の者に対して，空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提

供を求めることができる。 

(空家等に関するデータベースの整備等) 

第１１条 市町村は，空家等(建築物を販売し，又は賃貸する事業を行う者が販売し，又は賃貸

するために所有し，又は管理するもの(周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管

理されているものに限る。)を除く。以下第１３条までにおいて同じ。)に関するデータベー

スの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努め

るものとする。 

(所有者等による空家等の適切な管理の促進) 

第１２条 市町村は，所有者等による空家等の適切な管理を促進するため，これらの者に対し，

情報の提供，助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

(空家等及び空家等の跡地の活用等) 

第１３条 市町村は，空家等及び空家等の跡地(土地を販売し，又は賃貸する事業を行う者が販

売し，又は賃貸するために所有し，又は管理するものを除く。)に関する情報の提供その他こ

れらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

(特定空家等に対する措置) 

第１４条 市町村長は，特定空家等の所有者等に対し，当該特定空家等に関し，除却，修繕，

立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置(そのまま放置すれば倒

壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある

状態にない特定空家等については，建築物の除却を除く。次項において同じ。)をとるよう助

言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は，前項の規定による助言又は指導をした場合において，なお当該特定空家等の

状態が改善されないと認めるときは，当該助言又は指導を受けた者に対し，相当の猶予期限

を付けて，除却，修繕，立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置

をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は，前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置

をとらなかった場合において，特に必要があると認めるときは，その者に対し，相当の猶予

期限を付けて，その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は，前項の措置を命じようとする場合においては，あらかじめ，その措置を命じ

ようとする者に対し，その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出

期限を記載した通知書を交付して，その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及
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び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は，その交付を受けた日から５日以内に，市町村長に対し，

意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は，前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては，第３項の措置

を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて，公開による意見の聴取を行わなければ

ならない。 

７ 市町村長は，前項の規定による意見の聴取を行う場合においては，第３項の規定によって

命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を，期日の３日前までに，前項に規定

する者に通知するとともに，これを公告しなければならない。 

８ 第６項に規定する者は，意見の聴取に際して，証人を出席させ，かつ，自己に有利な証拠

を提出することができる。 

９ 市町村長は，第３項の規定により必要な措置を命じた場合において，その措置を命ぜられ

た者がその措置を履行しないとき，履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限ま

でに完了する見込みがないときは，行政代執行法(昭和２３年法律第４３号)の定めるところ

に従い，自ら義務者のなすべき行為をし，又は第三者をしてこれをさせることができる。 

１０ 第３項の規定により必要な措置を命じようとする場合において，過失がなくてその措置

を命ぜられるべき者を確知することができないとき(過失がなくて第１項の助言若しくは指

導又は第２項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第３項に定める手続

により命令を行うことができないときを含む。)は，市町村長は，その者の負担において，そ

の措置を自ら行い，又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場

合においては，相当の期限を定めて，その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を

行わないときは，市町村長又はその命じた者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨を

あらかじめ公告しなければならない。 

１１ 市町村長は，第３項の規定による命令をした場合においては，標識の設置その他国土交

通省令・総務省令で定める方法により，その旨を公示しなければならない。 

１２ 前項の標識は，第３項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。こ

の場合においては，当該特定空家等の所有者等は，当該標識の設置を拒み，又は妨げてはな

らない。 

１３ 第３項の規定による命令については，行政手続法(平成５年法律第８８号)第３章(第１

２条及び第１４条を除く。)の規定は，適用しない。 

１４ 国土交通大臣及び総務大臣は，特定空家等に対する措置に関し，その適切な実施を図る

ために必要な指針を定めることができる。 

１５ 前各項に定めるもののほか，特定空家等に対する措置に関し必要な事項は，国土交通省

令・総務省令で定める。 

(財政上の措置及び税制上の措置等) 

第１５条 国及び都道府県は，市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適

切かつ円滑な実施に資するため，空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助，地

方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は，前項に定めるもののほか，市町村が行う空家等対策計画に基づく

空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため，必要な税制上の措置その他の措置

を講ずるものとする。 

(過料) 
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第１６条 第１４条第３項の規定による市町村長の命令に違反した者は，５０万円以下の過料

に処する。 

２ 第９条第２項の規定による立入調査を拒み，妨げ，又は忌避した者は，２０万円以下の過

料に処する。 

附 則 

(施行期日) 

１ この法律は，公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし，第９条第２項から第５項まで，第１４条及び第１６条の規定は，公布の日

から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。(平成２７年政

令第５０号で，本文に係る部分は，平成２７年２月２６日から，ただし書に係る部分は，平

成２７年５月２６日から施行) 

(検討) 

２ 政府は，この法律の施行後５年を経過した場合において，この法律の施行の状況を勘案し，

必要があると認めるときは，この法律の規定について検討を加え，その結果に基づいて所要

の措置を講ずるものとする。 
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江田島市空家等対策条例（令和３年江田島市条例第２３号） 

（目的） 

第１条 この条例は，空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以

下「法」という。）に定めるもののほか，空家等の適切な管理に関し必要な事項を定めるとと

もに，空家等に関する対策を推進することにより，誰もが安全・安心で快適に住み続けられ

る生活環境の保全及び地域の活性化を図り，もって市に住み続けたい，又は住んでみたいと

思える良好な住環境の維持及び形成に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，「管理不全な状態」とは，空家等が次に掲げるいずれかの状態にあ

るものをいう。 

(１) 老朽化又は地震等の自然災害により，倒壊するおそれのある状態 

(２) 建築資材等が飛散し，又ははく落することにより，人の生命若しくは身体又は財産に

被害を与えるおそれのある状態 

２ 前項に定めるもののほか，この条例において使用する用語は，法において使用する用語の

例による。 

（基本理念） 

第３条 空家等は，良好な住環境を形成する地域の有用な資源の一つで，その適切な管理及び

活用が必要であるが，これが行われず防災，衛生，景観等地域住民の生活環境に深刻な影響

を及ぼしていることに鑑み，空家等の所有者等と市及び市民等（市内に居住する者並びに市

内の事業所及び事業所に勤務する者をいう。以下同じ。）は，相互に連携及び協力し，空家等

の発生の予防，適切な管理及び利活用の促進並びに特定空家等に対する措置の促進に主体的

に取り組むことにより，快適な住みよい環境づくりを行うものとする。 

（所有者等の責務） 

第４条 空家等の所有者等は，その所有し，又は管理する空家等の状況を定期的に把握すると

ともに，管理不全な状態で周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう，自らの責任において，

適切な管理を行わなければならない。 

２ 空家等の所有者等は，その所有し，又は管理する空家等を利用する見込みがないときは，

前条の基本理念に則り，賃貸，譲渡その他の利活用をするための取組を行うよう努めるもの

とする。 

（市の責務） 

第５条 市は，第３条の基本理念に則り，法第６条第１項の規定により定める空家等対策計画

に基づき，空家等に関し必要な施策を総合的かつ計画的に講じなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか，市は，空家等の発生の抑制，適切な管理，利活用の促進等が図

られるよう，広報活動，啓発活動その他の必要な措置を講じることとする。 

３ 市は，空家等に関する相談に応じ，相談者への情報提供，助言その他の必要な措置を講じ

ることとする。 

（市民等の役割） 

第６条 市民等は，第３条の基本理念に則り，空家等に関し必要な施策への協力及び空家等の

発生の抑制に努めるものとする。 

２ 前項に定めるもののほか，市民等は，管理不全な状態にある空家等を発見したときは，市

に対し，その情報を提供するよう努めるものとする。  
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（緊急安全措置） 

第７条 市長は，管理不全な状態にある空家等が保安上著しく危険な状態にあり，かつ，次に

掲げる要件をいずれも満たすときは，職員に当該空家等の敷地に立ち入り，当該危険を回避

するため必要な最小限度の措置（以下「緊急安全措置」という。）を講じさせることができる。 

(１) 地域住民の生命若しくは身体又は財産に対する重大な危険が切迫し，その危険を防止

するために緊急の必要があると認められるとき。 

(２) 空家等の所有者等を確知できないとき，又は所有者等に対し，状態を改善させるため

の措置を講じさせる時間的余裕がないと認めるとき，その他特別の事情により緊急に措

置を講じる必要があるとき。 

２ 前項の規定により空家等の敷地に立ち入ろうとする職員は，その身分を示す証明書を携帯

し，関係者の請求があったときは，これを提示しなければならない。 

３ 市長は，緊急安全措置を講じたときは，当該空家等の所有者等に対し，当該緊急安全措置

の内容を直ちに通知するものとする。ただし，空家等の所有者等を確知することができない

とき，又は空家等の所有者等に通知することが困難であるときは，この限りでない。 

４ 市長は，緊急安全措置を講じたときは，法第７条第１項の規定により組織する協議会に報

告しなければならない。 

５ 市長は，緊急安全措置を講じたときは，その費用の全部又は一部の支払いを当該空家等の

所有者等に命ずることができる。 

（関係行政機関との連携） 

第８条 市長は，必要があると認めるときは，市の区域を管轄する関係行政機関に対し，法及

びこの条例に基づいて講ずる措置に関し必要な情報の提供及び協力を求めることができる。 

(委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

附 則 

この条例は，令和４年４月１日から施行する。 
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江田島市空家等対策協議会設置要綱（平成２８年江田島市告示第５７号） 

（設置） 

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」とい

う。）第７条第１項の規定に基づき，江田島市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）

を設置する。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は，法において使用する用語の例による。 

（協議事項） 

第３条 協議会は，次に掲げる事項を協議する。 

(１) 空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する事項 

(２) 空家等が特定空家等に該当するか否かの判断に関する事項 

(３) 空家等の調査及び特定空家等と認められるものに対する立入調査の方針に関する事

項 

(４) 特定空家等に対する措置の方針に関する事項 

(５) その他協議会において必要と認められる事項 

（構成） 

第４条 協議会の委員（以下「委員」という。）の定数は，１０人以内とする。 

２ 委員は，市長のほか，地域住民，市議会の議員，法務，不動産，建築，福祉，文化等に関

する学識経験者その他市長が必要と認める者をもって構成する。 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は，２年とし，再任を妨げない。ただし，委員が欠けた場合の補欠委員の

任期は，前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第６条 協議会に会長を置き，市長をもって充てる。 

２ 会長は，協議会を代表し，会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，委員のうちから会長があらかじめ指名

した者が，その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 協議会の会議（以下「会議」という。）は，会長が必要に応じて招集し，議長は，委員

の互選により定める。 

２ 会議は，委員の半数以上が出席しなければ，開くことができない。 

３ 前項の規定にかかわらず，災害その他のやむを得ない理由により会議を開くことができな

い場合において，会長が必要があると認めるときは，書面による審議により，会議に代える

ことができる。 

４ 会長は，必要があると認めるときは，会議に委員以外の者の出席を求め，説明又は意見を

聴くことができる。 

（会議の公開） 

第８条 会議は，公開とする。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合は，会議の全部又

は一部を公開しないものとする。 

(１) 協議等の内容に法令等の規定により公開することができないこととされている情報が

含まれている場合 
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(２) 協議等の内容に個人情報その他非公開とすべき情報が含まれている場合 

(３) 協議会が会議を公開することにより，当該会議の公正かつ円滑な協議等に支障が生じる

と認められる場合 

(４) 前３号に掲げるもののほか，協議会が公開しない旨を決定した場合 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は，土木建築部都市整備課において処理する。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会長が協議会に

諮って定める。 

附 則 

この告示は，平成２８年５月２７日から施行する。 

附 則（平成２８年９月１２日告示第８１号） 

この告示は，平成２８年９月１２日から施行する。 

 

 

（参考）江田島市空家等対策協議会委員名簿（令和３年１２月１日現在） 

分野 区分 所属 氏名 

学識経験者 大学教授 広島工業大学 菅原 辰幸 

市民代表 
地域住民 江田島市自治会連合会 小跡 孝廣 

市議会議員 江田島市市議会 美濃 英俊 

福祉 福祉関係者 社会福祉法人 江田島市社会福祉協議会 平谷 康明 

法務 司法書士 広島司法書士会 濱野 真樹 

不動産 
宅地建物取引業 公益社団法人 広島県宅地建物取引業協会 上本 一男 

不動産鑑定士 公益社団法人 広島県不動産鑑定士協会 上河内 正和 

建築 
建築士 公益社団法人 広島県建築士会 前岡 正伸 

土地家屋調査士 広島県土地家屋調査士会 竹下 浩二 

行政 市長 江田島市 明岳 周作 
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江田島市空き家等対策推進本部会議設置要綱（平成２７年江田島市訓令第１９号） 

（設置） 

第１条 本市の空き家等対策を庁内関係部署が密接に連携し，必要な事項を調査検討すること

を目的として，江田島市空き家等対策推進本部会議（以下「本部会議」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 本部会議の所掌事項は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(１) 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）に関する事項 

(２) 空き家等の適正な管理に関する事項 

(３) 空き家等の有効な活用に関する事項 

(４) その他空き家等の対策に関し，必要と認められる事項 

（組織） 

第３条 本部会議は，本部長，副本部長及び本部員をもって構成し，別表第１に定める職にあ

る者をもって充てる。 

２ 本部長は，本部会議を統括する。 

３ 本部長に事故がある場合又は欠けた場合においては，副本部長がその職務を代理する。 

４ 本部会議の事務局は，土木建築部都市整備課に置く。 

（会議） 

第４条 本部会議の会議（以下この条において「会議」という。）は，本部長が必要に応じて招

集し，これを主宰する。 

２ 本部長は，必要があると認めるときは，会議に本部員以外の出席を求め，意見を聴くこと

ができる。 

（幹事会） 

第５条 本部会議に，次に掲げる事項を処理するため，幹事会を置く。 

(１) 第２条各号に掲げる事項の具体的な検討及び立案 

(２) 本部会議の議決等を要しない事項の会務の執行 

(３) 前２号に掲げるもののほか，本部長が指示する事項 

２ 幹事会の構成員は，幹事長，副幹事長及び幹事をもって構成し，別表第２に定める職にあ

る者をもって充てる。 

３ 幹事長は，必要があると認めるときは，幹事会に幹事以外の出席を求め，意見を聴くこと

ができる。 

（ワーキングチーム会議） 

第６条 幹事会に，必要に応じワーキングチーム会議を置き，実務を行わせる。 

２ ワーキングチーム会議の構成員は，チームリーダー及びチーム員をもって組織し，職員の

うちから幹事長がこれを指名する。 

（補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか，本部会議の運営に関し必要な事項は，本部長が定める。 

附 則 

この訓令は，平成２７年８月３日から施行する。 

附 則（平成３０年３月１６日訓令第５号） 

この要綱は，平成３０年３月１６日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３０日訓令第９号） 
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この要綱は，平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月９日訓令第４号） 

この要綱は，令和元年９月９日から施行する。 

附 則（令和２年３月３１日訓令第８号） 

この訓令は，令和２年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第３条関係） 

本部会議 

本部長 副市長 

副本部長 土木建築部長 

本部員 総務部長 

〃 企画部長 

〃 危機管理監 

〃 市民生活部長 

〃 福祉保健部長 

〃 産業部長 

〃 企業局長 

〃 消防長 

 

別表第２（第５条関係） 

幹事会 

幹事長 土木建築部長 

副幹事長 都市整備課長 

幹事 財政課長 

〃 企画振興課長 

〃 危機管理課長 

〃 地域支援課長 

〃 税務課長 

〃 農林水産課長 

〃 建設課長 

〃 予防課長 
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江田島市空家等意向調査（平成２７，２８年度） 

１ 第１次調査（平成 27年度調査） 

(１) 調査概要 

空き家等の所有者等の意向を把握し，今後の空き家等対策に役立てることを

目的として，空き家等実態調査で把握した空き家等と思われる住宅 1,374 戸の

うち，「そのまま再利用可能」の所有者等を対象に空き家等の利用や管理につい

てのアンケートを行いました。 

 

    図表 5.1 調査概要 

調 査 主 体 江田島市 

調 査 対 象 
空き家等と思われる住宅 1,374 戸のうち，「そのまま再利用可

能」（713戸）の所有者等 

調 査 期 間 平成 28年１月 28日～３月 18日 

調 査 方 法 調査票の郵送配布，郵送回収 

調 査 内 容 

ａ．空き家等の利用実態（問１・２） 

ｂ．空き家等の期間・要因（問３・４） 

ｃ．空き家等の管理状況（問５・６） 

ｄ．空き家等の賃貸・売却の意向（問７） 

ｅ．空き家バンク登録の意向（問８・９） 

ｇ．自由意見 

回 収 状 況 
配布数 713 件に対し有効回収数は 333 件であり，有効回収率は

46.7％ 
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(２) 調査結果 

（空き家等の利用状況） 

空き家等の利用状況は，「利用し

ていない」が48.3％となっており，

「利用している」（44.4％）を上回っ

ています。 

 

  

 

 

 

（空き家等の期間） 

空き家等の期間は，「平成 15年以

前」が 45.8％と最も多く，次いで，

「平成 21年～25年」（27.1％），「平

成 26 年以降」（8.0％）となってい

ます。 

 

 

 

 

（空き家等となった理由） 

空き家等となった理由は，「相続したため」が 24.4％と最も多くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（空き家等の管理者） 

空き家等の管理者は，「自分が管

理している」が50.5％と最も多くな

っていますが，その一方で，「誰も管

理していない」が23.7％となってい

ます。 

  

 

  

図表5.3 空き家等の期間 

図表 5.2 空き家等の利用状況 

図表 5.4 空き家等となった理由 

図表 5.5 空き家等の管理者 
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（空き家等の売却の予定） 

空き家等の売却の予定は，「予定

なし」が48.3％と最も多くなってい

ます。 

売却の意向がある空き家等につ

いても，「考えているが，時期は未定」

が最も多くなっています。 

  

 

 

（空き家等の賃貸の予定） 

空き家等の賃貸の予定は，「予定

なし」が58.9％と最も多くなってい

ます。 

賃貸の意向がある空き家等につ

いても，「考えているが，時期は未定」

が最も多くなっています。 

  

 

 

 

（空き家バンクの認知度） 

江田島市の空き家バンク制度を

「知っている」は56.8％となってお

り，「知らない」（34.8％）を上回っ

ています。 

 

  

 

 

 

（空き家バンク登録の意向） 

空き家バンク登録の予定は，「１

年以内」，「５年以内」，「考えている

が，時期は未定」がそれぞれ11.7％，

0.3％，19.8％となっており，登録済

を含む空き家バンク登録の意向が

ある空き家等は 35.4％となってい

ます 

 

  

図表5.7 空き家等の賃貸の予定 

図表5.8 空き家バンクの認知度 

図表 5.9 空き家バンク登録の意向 

図表 5.6 空き家等の売却の予定 
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２ 第２次調査（平成 28年度調査） 

(１) 調査概要 

空き家等の所有者等の意向を把握し，今後の空き家等対策に役立てることを

目的として，空き家等実態調査で把握した空き家等と思われる住宅 1,374 戸の

うち，「小規模修繕により再利用可能」，「不具合が見られる空き家」及び老朽度

が不明の所有者等を対象に空き家等の利用や管理についてのアンケートを行

いました。 

 

    図表 5.10 調査概要 

調 査 主 体 江田島市 

調 査 対 象 

空き家等と思われる住宅1,374戸のうち，「小規模修繕により再

利用可能」（428 戸），「不具合が見られる空き家」（179 戸）」及

び老朽度が不明のもの（８戸）の計 615戸の所有者等（ただし，

所有者等が不明等の対象住宅 25戸を除く。） 

調 査 期 間 平成 28年９月１日～９月23日 

調 査 方 法 

調査票の郵送配布，郵送回収 

調査票の配布にあたっては，江田島市が実施している空き家等

対策を概説した参考資料を同封 

調 査 内 容 

ａ．空き家等の所有状況（問１） 

ｂ．空き家等の利用実態（問２・３） 

ｃ．空き家等の期間・要因（問４・５） 

ｄ．空き家等の管理状況（問６～９） 

ｅ．空き家等の活用等の意向（問 10～15） 

ｆ．連絡先 

ｇ．自由意見 

回 収 状 況 
配布数 590 に対し有効回収数は 281 件であり，有効回収率は

47.6％ 
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(２) 調査結果 

（空き家等の利用状況） 

空き家等の利用状況は，「利用

していない」が最も多く，35.6％

となっています。次いで，「時々過

ごすための住宅」，「物置，倉庫と

して利用」，「常に住んでいないが，

居住用の住宅」がそれぞれ 15％程

度となっています。 

 

 

 

 

（空き家等の期間） 

空き家等の期間は，「30年以上」，

「20年以上 30 年未満」，「10年以

上 20年未満」がそれぞれ 13.4％，

17.0％，21.3％となっており，空

き家等の５割以上は，空き家等の

期間が10年以上となっています。 

 

 

 

 

 

（空き家等となった理由） 

空き家等となった理由は，相続（「自分が住んだことのある住宅を相続したた

め」，「自分が住んだことのない住宅を相続したため」）が 58.1％と最も多くな

っており，このうち，住んだことのない住宅を相続されている事例が 19.0％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 5.12 空き家等の期間 

図表 5.11 空き家等の利用状況 

図表 5.13 空き家等となった理由 
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（空き家等の管理者） 

空き家等の管理者は，「自分ま

たは家族が管理している」が

64.0％と最も多くなっています

が，その一方で，「誰も管理してい

ない」が 17.0％となっています。 

  

 

 

 

 

（空き家等の管理で困っていること） 

空き家等の管理で困っている

ことは，「現住所から対象住宅ま

でが遠い」が 43.1％と最も多く，

次いで，「身体的・年齢的な問題」

が 38.3％，「管理の手間が大変」

が 28.9％となっています。 

 

 

 

 

（空き家等の利用意向） 

空き家等の利用方法は，「現状のまま」が 31.6％と最も多くなっており，「売

却したい（してもよい）」，「賃貸したい（してもよい）」，「解体したい」，「自分

や家族，親族が住む」は，それぞれ 20.6％，4.3％，18.6％，7.9％となってい

ます。 

売却，貸出の意向がある空き家等の利用時期は，「考えているが，時期は未定」

が 66.7％と最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

  

図表5.14 空き家等の管理者 

図表 5.15 空き家等の管理で困っていること 

図表 5.17 空き家等の活用時期 図表 5.16 空き家等の利用方法 



22 

 

（空き家等の利用で困っていること） 

空き家等の利用で困っていることは，「解体したいが，解体費用の支出が困難

で解体できない」が 31.2％と最も多く，次いで，「家財，荷物を置いたままで

あり，その処分に困っている」が 27.7％，「解体したいが，更地にすることで

固定資産税が上がる」が 20.6％，「売却・賃貸したいが，どうしたらよいのか

わからない」が 17.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5.19 利用方法別にみた空き家等の利用で困っていること（上位３項目） 

項 目 
売却・賃貸したい 

（してもよい） 
解体したい 

自分や家族，親族 

が住む 

第１位 

「売却・賃貸したいが，

どうしたらよいのかわか

らない」54.0％ 

「解体したいが，解体費

用の支出が困難で解体で

きない」76.6％ 

「特になし」45.0％ 

第２位 

「家財，荷物を置いたま

まであり，その処分に困

っている」41.3％ 

「解体したいが，更地に

することで固定資産税が

上がる」51.1％ 

「家財，荷物を置いたま

まであり，その処分に困

っている」25.0％ 

第３位 

「解体したいが，解体費

用の支出が困難で解体で

きない」38.1％ 

「家財，荷物を置いたま

まであり，その処分に困

っている」38.3％ 

「住宅に付帯して農地や

山林があり，売却や賃貸

が困難である」38.1％ 

 

  

図表 5.18 空き家等の利用で困っていること 
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